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はしがき

 本報告書は、外務省より平成 年度外交・安全保障調査研究事業費補助金（調査研究事

業）を受けて、「チャイナ・リスクと地域経済統合に向けた取組」というテーマのもとで、

年間当研究所が行ってきた研究活動の成果を取りまとめたものです。

 昨今、日本企業の間では、中国以外の新たな投資先を模索する動き（チャイナ・プラス・

ワン）が活発になってきています。さらに「チャイナ・プラス・ワン」を超えた「その先」

を見据えた動きも出てきています。こうした最近の動向に視点をあてながら、日本企業の

経済活動を支えていくことは、持続的な経済成長とさらなる日本経済の発展にとって不可

欠であります。そして、こうしたグローバルな経済活動において、地域経済統合は重要な

役割を果たします。「ヒト」、「モノ」、「カネ」の自由な動きを促進し、投資環境を改善し、

投資の予見性と安全を保障するものとなっているからです。

 その地域経済統合の最も重要な交渉として、環太平洋パートナーシップ（ ）交渉への

日本の参加が実現した今、国益にかなった交渉成果とは何か、日本は何を で求めてい

くべきなのかを考えていく必要があります。また、東アジア地域包括的経済連携（ ）

には、 には参加していない、その他の や中国、韓国、インドなどの重要な国々

が構成員として入っていることから、 とはまた異なる意義を有しています。さらに、こ

れまで自由貿易協定（ ）の空白地帯と言われてきた、北東アジア 国（日中韓）間での

交渉の動向にも注視していく必要があります。

 本プロジェクトでは、近年際立ってきた中国の経済発展モデルの行き詰まりと「チャイ

ナ・リスク」を踏まえ、（ⅰ）「リスクヘッジ」をとりつつ日本経済を活性化するために、「チ

ャイナ・プラス・ワン」と「その先」の地域の活力と需要を取り込むとの観点と、（ⅱ）中

国経済のソフトランディングを促すとの観点から、地域経済統合を活用する方途を検討し、

戦略的な対外経済政策のあり方を提言しております。

 本報告書に表明されている見解はすべて個人のものであり、当研究所の意見を代表する

ものではありませんが、本書が今後の中国経済や地域経済統合を考察する上での一助とな

れば幸いです。

最後に、本研究に真摯に取り組まれ、報告書の作成にご尽力いただいた執筆者各位、な

らびにその過程でご協力いただいた関係各位に対し、改めて深甚なる謝意を表します。
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